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放射線利用技術等国際交流（講師育成）業務 

民間競争入札実施要項（案） 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律第51号。以下「法」という。）

に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる利益を享受する国

民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施について、透明  

かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より

良質かつ低廉な公共サービスを実現することを目指すものである。 

上記を踏まえ、文部科学省は、公共サービス改革基本方針（平成26年７月11日閣議決定）別表に

おいて民間競争入札の対象として選定された放射線利用技術等国際交流（講師育成）業務（以下「本

業務」という。）について、公共サービス改革基本方針に従って、本実施要項を定めるものとする。 

 

１．対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき対象公共サービスの質に

関する事項（第14条第２項第１号） 

 

（１）本業務の目的 

我が国の原子力施設等の立地地域等が中心となって進めている放射線利用技術や原子力基

盤技術等に関する研究開発を推進し、原子力に対する理解の促進を図るとともに、当該立地地

域等がアジア諸国における研究開発の国際交流の拠点となることを目指し、本業務を実施す

る。 

受託者は、放射線利用技術等に関する研究開発の拡大が進むアジア諸国を中心とする国々を

対象として、各国の原子力関係者を我が国に招聘し、放射線利用技術や原子力基盤技術等に関

する研修、セミナーを行うことにより、母国において技術指導のできる講師を育成し、また、

研究及びセミナーを通して各国の研究開発に関する技術情報等を収集する。 

また、我が国からアジア諸国を中心とする国々への講師派遣を通じて、各国の原子力関係者

の技術及び知識の向上を図るとともに、各国の研究開発に関する技術情報等を収集すること

で、得られた情報を国内の原子力施設等の立地地域等に広く提供する。 

 

（２）本業務の内容 

 １）講師育成研修 

母国において放射線利用技術や原子力基盤技術等に関する技術指導のできる人材を育成す

るため、以下①～⑤の研修を開催する。研修内容の策定にあたっては、下記５）①の各国との

合同運営委員会等で聴取した各国の人材育成計画や原子力政策を踏まえるものとする。 

なお、原則として講義を含めた研修生等に対する対応は英語にて行うものとし、講師は該当

する専門分野において十分な知識・能力・経験（原則、最低 10 年程度以上のキャリア）を有

する専門家とする。（この点に関しては、下記２）～４）についても同様とする。） 

  【コース概要】 

    ① 原子炉工学Ⅰ（炉物理）  

・主な実施内容：炉物理分野を中心に、原子炉工学全般に係る講義及び実習を行う

とともに、関連施設の見学等を行う。 

・招聘人数：各年度９名程度 

・招聘期間：８週間程度 

② 原子炉工学Ⅱ（燃料、熱水学、構造力学） 

  ・主な実施内容：燃料、熱水学、構造力学分野を中心に、原子炉工学全般に係る     
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講義及び実習を行うとともに、関連施設の見学等を行う。 

  ・招聘人数：各年度９名程度 

・招聘期間：８週間程度 

③ 原子炉工学Ⅲ（原子炉安全） 

 ・主な実施内容：原子炉安全分野を中心に、原子炉工学全般に係る講義及び実習を

行うとともに、関連施設の見学等を行う。 

・招聘人数：各年度９名程度 

・招聘期間：８週間程度 

④ 原子力／放射線緊急時対応 

   ・主な実施内容：緊急時対応や原子力災害時の危機管理・緊急時モニタリング等

に関する講義、緊急時の汚染検査・除染技術等に関する実習、

仮想的事故シナリオに基づく緊急時対応総合訓練等を行うとと

もに、関連施設の見学等を行う。 

   ・招聘人数：各年度９名程度 

  ・招聘期間：６週間程度 

⑤ 環境放射能モニタリング 

  ・主な実施内容：放射線物理概論や被ばく評価等に関する講義、環境試料中放射

能速度測定等に関する実習等を行うとともに、関連施設の見学

等を行う。 

   ・招聘人数：各年度１１名程度 

             ・招聘期間：６週間程度 

 

【対象国（共通）】 

バングラデシュ、インドネシア、カザフスタン、マレーシア、モンゴル、フィリピン、タイ、

トルコ、ベトナム、サウジアラビア、アラブ首長国連邦（なお、④原子力／放射線緊急時対

応では、インドネシア、タイは対象外。） 

   

【具体的な業務】 

   （イ）招聘者の募集 

各国の研修センター等から、一定レベルの技術を持つ講師候補の募集を行う。具体

的には、各国における原子力に関する代表機関に対してメール等で案内を行い、各国

内で応募者を取りまとめて貰うものとする。その他、招聘者募集にあたり有効な手段

を文部科学省へ提案の上、実施する。なお、最終年度は翌年度の募集に必要な書類（募

集要項、応募フォーム等）の準備等についても行うものとする。 

   （ロ）招聘者の選定 

各国の原子力関係者からの応募に対して、研修遂行能力や、職務との関連性等の観

点から審査を行った上で招聘者選定案を作成し、５）②の運営委員会での承認を得る。 

   （ハ）研修の開催 

       上記（ロ）で承認された招聘者を我が国に招聘し、研修を開催する。研修開催にあ

たっては、カリキュラム（講義、実習、施設見学等）の作成、研修設備・機器（パソ

コン、実験機器、計測機器等）・教材の準備、講師の選定等を行う。（入札公告期間

中に要望があれば、過去の教材について閲覧可能。また、落札者に対しては、過去の

教材のコピーを渡し、本業務実施の目的に限った利用を許可する。） 

（ニ）招聘に関連した業務 
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・渡航前の各種手続（ビザ取得用書類の準備、航空券・宿泊施設の手配等） 

・招聘者来日時のオリエンテーション開催（滞在中の各種注意事項の説明等） 

・招聘者来日時の研修施設及び宿泊施設への案内及び出国時の案内 

・その他招聘者の滞在中のサポート 等 

 

  ２）フォローアップ研修 

      上記１）講師育成研修の各研修の既受講生に対するフォローアップとして、既受講生

の母国に講師を派遣し、既受講生が開催する現地での以下①～③の研修に立ち会い、技

術指導、アドバイス、実施内容確認等を実施する。フォローアップ研修実施前には、各

国のフォローアップ研修取りまとめ機関と実施日程・カリキュラム等について協議・調

整する。 

【コース概要】 

 ① 原子炉工学Ⅰ／Ⅱ／Ⅲ 

    ・派遣人数：各年度２名程度（１国あたり） 

・派遣期間：各１～２週間 

  ・派遣対象国：バングラデシュ、インドネシア、カザフスタン、マレーシア、 

モンゴル、フィリピン、タイ、トルコ、ベトナム、サウジアラビア、

アラブ首長国連邦（トルコ、サウジアラビア、アラブ首長国連邦に

ついては、平成29年度以降） 

      ② 原子力／放射線緊急時対応 

   ・派遣人数：各年度２名程度（１国あたり） 

   ・派遣期間：各１～２週間 

・派遣対象国：バングラデシュ、カザフスタン、マレーシア、モンゴル、フィリ

ピン、トルコ、ベトナム、サウジアラビア、アラブ首長国連邦  

（トルコ、サウジアラビア、アラブ首長国連邦については、平成

29年度以降） 

      ③ 環境放射能モニタリング 

   ・派遣人数：各年度２名程度（１国あたり） 

   ・派遣期間：各１～２週間 

 ・派遣対象国：バングラデシュ、インドネシア、カザフスタン、マレーシア、モン

ゴル、フィリピン、タイ、トルコ、ベトナム、サウジアラビア、ア

ラブ首長国連邦（トルコ、サウジアラビア、アラブ首長国連邦につ

いては、平成29年度以降） 

 

  ３）フォローアップ研修準備支援 

      平成 27・28年度については、平成29年度以降に上記２）フォローアップ研修の対象

国となる予定のトルコ、サウジアラビア、アラブ首長国連邦に対して、日本国内での講

師育成研修を担当した指導教官等の関係者を派遣し、現地の研修機器や研修設備の調査

等を行うとともに、原子炉工学Ⅰ／Ⅱ／Ⅲ、原子力／放射線緊急時対応、環境放射能モ

ニタリングに関するフォローアップ研修のための準備作業を行う。 

・派遣人数：各年度、上記２）各コース１～２名程度（１国あたり） 

・派遣期間：各１週間程度 

・派遣対象国：トルコ、サウジアラビア、アラブ首長国連邦 
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  ４）原子力技術セミナー 

     各国に特定の分野に精通した技術者・専門家等を増やすため、以下①～④のセミナーを

開催する。セミナー内容の策定にあたっては、５）①の各国との合同運営委員会等で聴取

した各国の人材育成計画や原子力政策を踏まえるものとし、１）講師育成研修と同様に、

招聘者の募集、招聘者の選定、セミナーの開催及び招聘に関連した業務を行う。また、立

地地域への招聘が促進されることを重視して、開催地等を設定する。 

    【コース概要】 

① 原子力施設等の安全に係わるセミナー（原子力プラント安全コース） 

・主な実施内容：原子力施設等の安全性に係わる人材を育成するため、我が国の原

子炉施設等の安全技術（安全設計の考え方、保守・保安技術等）

に関する講義及び実習を行うとともに、関連施設の見学等を行

う。 

・対象者：放射線利用技術や原子力基盤技術等の研究開発及び発電炉や研究炉の 

運転等に携わる技術者・研究者等 

・招聘人数：各年度１２名程度 

・招聘期間：４週間程度 

・招聘対象国：バングラデシュ、中国、インドネシア、カザフスタン、マレーシア、

モンゴル、フィリピン、スリランカ、タイ、トルコ、ベトナム、サ

ウジアラビア、アラブ首長国連邦 

 

    ②原子力行政に係わるセミナー（原子力行政コース） 

・主な実施内容：放射線利用技術や原子力基盤技術等に関する行政の管理、運営

に必要な幅広い内容を扱う講義及び実習を行うとともに、関連

施設の見学等を行う。 

・対象者：原子力行政に携わる行政官等 

・招聘人数：各年度１２名程度 

・招聘期間：３週間程度 

・招聘対象国：バングラデシュ、中国、インドネシア、カザフスタン、マレーシ

ア、モンゴル、フィリピン、スリランカ、タイ、トルコ、ベトナ

ム、サウジアラビア、アラブ首長国連邦 

 

③放射線基礎教育に係わるセミナー（放射線基礎教育コース） 

 ・主な実施内容：原子力・放射線の基礎技術・知識等（放射線の測定・除染防護

技術、パブリックインフォメーション、放射線の人体への影響

等）に関する講義及び実習を行うとともに、関連施設の見学等

を行う。 

 ・対象者：放射線利用技術や原子力基盤技術等の研究開発、原子力行政に携わる

行政官等 

・招聘人数：各年度１６名程度 

・招聘期間：２週間程度 

・招聘対象国：バングラデシュ、インドネシア、カザフスタン、マレーシア、モ

ンゴル、フィリピン、タイ、トルコ、ベトナム、サウジアラビア、

アラブ首長国連邦 
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    ④原子力施設等の立地に係わるセミナー（原子力施設立地コース） 

・主な実施内容：原子力施設等の立地に係わる法律、審査事項やパブリックに対

する広報、リスクコミュニケーション等に関する講義及び実習

を行うとともに、関連施設の見学等を行う。 

・対象者：原子力行政に携わる行政官等 

・招聘人数：各年度９名程度 

・招聘期間：１週間程度 

・招聘対象国：バングラデシュ、インドネシア、カザフスタン、マレーシア、 

モンゴル、フィリピン、タイ、トルコ、ベトナム、サウジアラビ

ア、アラブ首長国連邦 

 

  ５）委員会等の開催等 

①研修等対象国との協議（合同運営委員会） 

本業務の推進・運営にあたり、研修等対象国との間で、各年度１回、本業務の総括

や今後の方針・展開、各国の人材育成計画に関する調査、本業務の推進・運営にあた

っての調整事項について協議し、取りまとめるとともに、以下②の国内運営委員会に

その結果を報告する。 

・協議対象国：バングラデシュ、インドネシア、カザフスタン、マレーシア、モンゴ

ル、フィリピン、タイ、トルコ、ベトナム、サウジアラビア、アラブ

首長国連邦 等 

・日本からの参加人数：各年度２～３名程度（１国あたり） 

 ・出張期間：各１週間程度 

 

②国内運営委員会の設置・開催等 

（イ）国内運営委員会の設置 

   上記１）～４）の研修等を専門的観点及びアジア原子力協力フォーラム（ＦＮ

ＣＡ）1の枠組みや他のアジア技術協力事業との相乗効果等の幅広い観点から審

議・評価するため、大学や研究機関等の有識者７名程度からなる運営委員会を設

置する。設置にあたっては、構成委員の選定案を作成し、文部科学省の承認を得

た上で、構成委員を決定する。 

（ロ）国内運営委員会の開催等 

上記②（イ）で設置した運営委員会を年度初め（年度計画内容の検討等）と

年度末（年度実施結果の評価等）の計２回開催する。また、運営委員会に対して、

各研修・セミナーへの招聘者の審査、承認依頼を随時行う。 

 

   ６）ニュースレターの作成・配布 

      本事業を通じて得られた情報を国内の立地地域等に広く提供し、国民の原子力に対す

る理解の促進を図るための広報業務として、当該年度を通じた本業務の活動状況を数ペ

ージ程度でまとめたニュースレター（日本語／英語）を年度ごとに１回以上作成し、各

年度末までに関係各国及び国内の原子力施設等の立地地域等である以下の配布先を含

めた地方公共団体、大学、研究機関等有効な送付先を文部科学省へ提案の上、配布する。 

                         
1 アジア原子力協力フォーラム（Forum for Nuclear Cooperation in Asia）：アジア諸国における放射線技

術・原子力技術等の国際協力の枠組みであり、この下でアジア諸国の専門家からなる分野別（放射線利用開

発、原子力安全強化、研究炉利用開発及び原子力基盤強化）、テーマ別のプロジェクトを実施している。 

7 / 36



 

6 

 

【平成26年度 主な配布先（国内）】 

     青森県、福井県、茨城県、北海道大学、東北大学、茨城大学、東京大学、東京工業大学、

福井大学、京都大学、大阪大学、九州大学、東海大学、近畿大学、電気事業者各社、       

原子力関連メーカー各社、日本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所、原子力国

際協力センター、日本アイソトープ協会 他 

     （平成 26年度は日本語版、英語版各500部ずつ発行予定。） 

 

  ７）過去招聘者のデータベース整備 

     文部科学省から提供される本業務に係る過去の招聘者データに対して、年度ごとに選定

された招聘者情報を追加し、また、過去の招聘者に関する各国での最新の貢献状況を反映

する等し、データベースとして整備するとともに、本業務の推進・運営に活用する。 

 

８）アンケート調査の実施 

各年度において１）講師育成研修・４）原子力技術セミナーの招聘者全員及び２）フォ

ローアップ研修の現地講師（講師育成研修の既受講生）全員に対して、各コース終了後に

アンケート調査を実施する。アンケート調査項目には、実施内容に対する評価を含むこと

とし、回収は受託者が行うこととする。受託者は、別紙１を参考に、有効なアンケート調

査票を作成し、文部科学省へ提案を行った上で当該調査を実施する。 

 

なお、受託者は文部科学省（研究開発局研究開発戦略官付）と相談・協議を行いながら、上記の

業務を進めるものとする。（必要に応じ、文部科学省は国内外の関係者に関する情報提供、当該関

係者への初回の連絡の仲介等を行う。） 

 

（３）確保されるべき対象公共サービスの質及び水準 

   本業務の実施に当たり、サービスの質を確保すべき事項及び目標とすべき水準は以下の通り

とする。 
 

事項 測定方法 水準 

対象者にとって、講師育成研修、フ

ォローアップ研修、セミナーが有意

義であること 

対象者全員に対する

アンケート調査 

“strong agree”“agree”等の肯定

的回答が75％以上 

対象者にとって、各種手続、調整等

の対応が満足であること 
同上 

“very satisfied”“satisfied”の

肯定的回答が75％以上 

  

なお、水準が達成できなかったときは、実施内容の改善に関して文部科学省と協議するもの

とする。協議の際に文部科学省は、本実施要項及び入札時点の企画提案書の範囲内で、受託者

への改善案の提示の要求及び改善案の提示ができるものとする。 

   ただし、受託者の責めによらない事由があると文部科学省が認める場合には、例外とする。 

 

（４）契約の形態及び委託費の支払方法 

① 契約の形態は、精算条項を付した年度ごとに支払を行う委託契約とする。 

② 受託者は、年度の業務完了後、当該年度における業務に係る支出の決算書を作成し、文部

科学省による調査を受けなければならない。 

③ 調査の結果、その内容が適正であれば、当該業務に要した実支出額と契約書によりあらか
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じめ約定された各年度の契約金額を比較し、安価な金額を精算額として、当該精算額につい

て受託者からの適法な請求書を受理した日から起算して30日以内に支払うものとする。 

④ 受託者は、各年度の業務を完了する前においても、当該年度において業務に要した経費に 

ついて請求することができる。その場合、文部科学省は前項に準じて支払を行うものとする。 

⑤ 委託費は、本業務の開始以降のサービスの提供に対して支払われるものであり、受託者が 

行う引継ぎや準備行為等に対して、受託者に発生した費用は、受託者の負担とする。 

 

２．実施期間に関する事項（第14条第２項第２号） 

 

当該業務の実施期間は、平成27年４月１日から平成32年３月 31日までとする。 

 

３．入札参加資格に関する事項（第14条第２項第３号及び第３項） 

 

（１）法第15条において準用する法第10条各号（第 11号を除く。）に該当する者でないこと。 

 

（２）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という。）第70条及び第 71 

条に規定される次の事項に該当する者は、競争に参加する資格を有さない。 

① 未成年者（婚姻若しくは営業許可を受けている者を除く。）、成年被後見人、被保佐人又は  

被補助人並びに破産者で復権を得ない者 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得てい

る場合は、これに当たらない。 

② 以下の各号のいずれかに該当すると認められ、契約担当官が３年以内の期間を定めて一般     

競争入札に参加させないこととした者（これを代理人、支配人その他の使用人として使用  

する者についてもまた同じ。） 

（ア）契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しく   

は数量に関して不正の行為をしたとき 

（イ）公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得る 

ために連合したとき 

（ウ）落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき 

（エ）監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき 

（オ）正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき 

（カ）この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている

者を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人、その他の使用人として

使用したとき 

 

（３）平成 25・26・27 年度における「役務の提供等」の競争契約の参加資格（全省庁統一資格）

において、開札時までに関東・甲信越の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付されている者であ

ること。 

 

（４）公正性かつ無差別性が確保されている場合を除き、本件業務の仕様の策定に直接関与してい

ない者であること。 

 

（５）本件業務のための調査を請け負った者又はその関連会社でないこと。（当該者が当該関与に 

よって競争上の不公正な利点を享受しない場合を除く。） 
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（６）本件入札において、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和 22 年法律第

54号。以下「独占禁止法」という。）に違反し、価格又はその他の点に関し、公正な競争を    

不法に阻害するために入札を行った者でないこと。 

 

（７）文部科学省から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

 

（８）入札説明書の交付を受けた者であること。 

 

（９）法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

 

（１０）労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がないこと。 

 

４．入札に参加する者の募集に関する事項（第14条第２項第４号） 

 

（１）入札の実施手続及びスケジュール （予定） 

   入札公告：        平成 27年１月下旬頃 

   入札説明会：       平成 27年２月上旬頃 

   質問期限：        平成 27年２月下旬頃 

   入札書類提出期限：    平成 27年２月下旬頃 

   技術審査会：       平成 27年２月下旬頃 

   開札及び落札予定者の決定：平成27年３月上旬頃 

   落札者の決定：      平成 27年３月中旬頃 

   契約締結：        平成 27年４月 

 

（２）入札書類 

入札参加者は、次に掲げる書類を別に定める入札説明書に記載された期日及び方法により 

提出すること。 

① 提案書類（別紙２） 

総合評価のための業務の具体的な方法及びその質の確保等に関する書類 

② 入札書 

入札金額（契約期間内のすべての委託業務に対する報酬の総額の 108 分の 100 に相当す

る金額）を記載した書類 

③ 委任状 

代理人に委任したことを証明する書類。ただし、代理人による入札を行う場合に限る。 

④ 競争参加資格審査結果通知書の写し 

平成 25・26・27年度における文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」

について「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付され関東・甲信越地域の競争参加資格を有する

者であることを証明する審査結果通知書の写し。 

⑤ 参考見積書 

契約後に発生する経費のみとする。 

⑥ 法第 15 条において準用する法第 10 条に規定する欠格事由のうち、暴力団排除に関する   

規程について評価するために必要な書類 

⑦ 主たる事業概要、従業員数、事業所の所在地、代表者略歴、主要株主構成、他の者との間

で競争の導入による公共サービス改革に関する法律施行令（平成 18 年７月５日政令第 228

10 / 36



 

9 

 

号）第３条に規定する特定支配関係にある場合は、その者に関する当該情報 

 

（３）開札に当たっての留意事項 

① 開札は、入札参加者を立ち会わせて行う。ただし、入札参加者が立ち会わない場合は、  

入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

② 開札場は、入札参加者並びに入札事務に関係のある職員（以下「入札関係職員」という。）   

及び上記①の立会い職員以外の者は入場することはできない。 

③ 入札参加者は、開札時刻後に開札場に入場することはできない。 

④ 入札参加者は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに応じ、身分証 

明書を提示しなければならない。この場合、代理人が上記（２）③に該当する代理人以外

の者である場合にあっては、委任状を提出しなければならない。 

⑤ 入札参加者は、支出負担行為担当官が特にやむを得ない事情があると認められる場合の 

ほか、開札場を退場することはできない。 

⑥ 開札場において、次の各号の一に該当する者は当該開札場から退去させる。 

（ア）公正な競争の執行を妨げ、又は妨げようとした者 

（イ）公正な価格を害し又は不正の利益を得るための連合をした者 

⑦ 開札をした場合において、入札参加者の入札のうち、予定価格の制限に達した価格の入  

札がないときは、再度の入札を行う。この場合において、入札参加者のすべてが立ち会っ

ている場合にあっては直ちに、その他の場合にあっては別に定める日時において入札を行

う。 

 

５．対象公共サービスを実施する者を決定するための評価の基準その他の対象公共サービスを実施

する者の決定に関する事項（第14条第２項第５号） 

 

対象公共サービスを実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、提案書による評価（技術

評価）と入札価格に対する評価（価格評価）を総合した評価による方式（総合評価方式）によるも

のとする。落札者決定に当たっての質の評価項目の設定は「評価項目一覧表」（別紙３）のとおり

であり、その評価は文部科学省に設置する外部有識者を含む技術審査会において行うものとする。 

 

（１）落札者を決定するための評価基準    

① 技術評価点（合計100点） 

技術評価は、提出された提案書の内容が、本業務の目的・趣旨に添って実行可能なもの

であるか（必須項目審査：基礎点）、また、効果的なものであるか（加点項目審査：加点）

について行い、基礎点と加点の合計点を技術評価点とする。 

（ア）必須項目審査（基礎点：70点） 

「評価項目一覧表」（別紙３）の必須項目について審査を行い、そのすべてを満たし

ている提案には基礎点70点を与え、その１つでも満たしていない場合は失格とする。 

（イ）加点項目審査（加点：30点） 

「評価項目一覧表」（別紙３）の項目のうち加点の対象とされている項目について審

査を行い、効果的な取組となっている項目について、同表の基準により加点を付与す

る。 

② 入札価格点（点数50点） 

入札価格に対する評価点については以下の計算方法により、入札参加者が提示した入札

価格に応じて得点が計算される。なお、価格点の配分は50点とする。 
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入札価格点＝価格点の配分×（１－入札価格÷予定価格） 

 

（２）落札者の決定 

①  上記３．の入札参加資格及び上記（１）①アの必須項目をすべて満たし、入札参加者の 

入札価格が予決令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であり、か 

つ、当該入札参加者の申込みに係る上記（１）②の入札価格に対する得点と、（１）①の技

術等の各評価項目の得点合計を合算して得た数値（総合評価点）の最も高い者をもって落

札者とする。 

②  落札者となるべき者の入札価格によって、その者より当該契約の内容に適合した履行が   

なされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取

引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定

価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち総合評価点が最も高い者を落札

者とすることがある。 

③  落札者となるべき者が２人以上あるときには、直ちに入札参加者にくじを引かせ、落札 

者を決定するものとする。また、入札参加者のうち出席しない者又はくじを引かない者が

あるときは、入札執行事務に関係のない職員がこれに代わってくじを引き落札者を決定す

るものとする。 

④  落札者が、指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは、落札の決定を取り消 

すものとする。 

⑤  文部科学省は、落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落札金額 

等について公表するものとする。 

⑥  契約の締結は、本件業務にかかる予算が成立することを前提条件とする。 

⑦  入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、 

直ちに再度の入札を行うこととし、これによってもなお落札者となるべき者が決定しない

場合には、入札条件を見直し、再度公告入札に付することにする。 

 

６．対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項（第 14 条第２項

第６号及び第４項） 

 

従来の実施に関する情報は、別紙４の通り。 

 

７．受託者が、対象公共サービスを実施するに当たり、国の行政機関等の長等に対して報告すべき

事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置その他の対象公共サービスの適正かつ確実な実

施の確保のために契約により受託者が講ずべき措置に関する事項（第14条第２項第９号） 

 

（１）実績及び状況報告 

本業務が適正に履行されていることを確認するため、受託者は、本業務の完了後に報告書

を提出するとともに、下記①及び②の報告を文部科学省に行うものとする。また、別途、文部

科学省の必要に応じて報告等を求められた場合は、適宜対応するものとする。 

① 受託者は本業務の業務期間の毎会計年度（最終年度を除く。）の終了後、前会計年度にお 

ける業務の実施状況を文部科学省に報告するものとする。 

② 受託者は上記１．（４）④による請求を行う場合においては、当該請求の経費に係る業務 

の実施状況を文部科学省に報告するものとする。 
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（２）調査 

文部科学省は、本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認めるときは、

法第 26 条第１項に基づき、受託者に対して、必要な報告を求め、又は事務所等に立ち入り、

本業務の実施の状況若しくはその帳票、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問す

ることができる。 

立入検査をする文部科学省の職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26 条第１項

に基づくものであることを受託者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携行し、関

係者に提示するものとする。 

 

（３）指示 

文部科学省は、本業務を適正かつ的確に実施させるために必要があると認めるときは、受

託者に対し、必要な措置をとるべきことを指示することができる。 

なお、上記によらず、業務の質の低下につながる問題点を確認した場合は、指示を行うこ

とができるものとする。 

  

（４）契約に基づき受託者が講ずべき措置 

①  業務の開始及び中止又は廃止 

受託者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に本業務を開始しなけ

ればならない。また、やむを得ない事由により、本業務を中止又は廃止しようとすると

きは、あらかじめ、文部科学省の承認を受けなければならない。 

②  法令の遵守 

受託者は、本業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守しなくてはならな

い。 

③  再委託の取扱い 

（ア）受託者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはならない。 

（イ）受託者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合には、原則と 

して、あらかじめ提案書において、再委託に関する事項（再委託先の住所・名称・再委

託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の業務履

行能力並びに報告徴収その他業務の方法）について記載しなければならない。 

（ウ）受託者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託に関 

する事項を明らかにした上で文部科学省の承認を受けなければならない。 

（エ）上記イ及びウにより、受託者が再委託先に業務を実施させる場合は、すべて受託者の 

責任において行うものとし、再委託先の事業者の責めに帰すべき事由については、受託

者の責めに帰すべき事由とみなして、受託者が責任を負うものとする。また、再委託先

については、受託者と同等の義務を負わせるものとする。 

④  談合等の不正行為に係る違約金等 

（ア）受託者は、本業務に関して、次の各号の一に該当するときは、契約金額の10パーセ

ントに相当する額を違約金として文部科学省が指定する期日までに支払わなければな

らない。 

  ａ 受託者が独占禁止法第３条又は同法第19条の規定に違反し、又は受託者が構成員で

ある事業者団体が同法第８条第１項第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員

会が受託者又は受託者が構成員である事業者団体に対して、同法第 49 条第１項に規定

する排除措置命令又は同法第 50 条第１項に規定する納付命令を行い、当該命令又は同

法第66条第４項の審決が確定したとき。ただし、受託者が同法第19条の規定に違反し
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た場合であって当該違反行為が同法第２条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭

和57年公正取引委員会告示第15号）第６項に規定する不当廉売の場合など文部科学省

に金銭的損害が生じない行為として、受託者がこれを証明し、その証明を文部科学省が

認めたときは、この限りでない。 

  ｂ 公正取引委員会が、受託者に対して独占禁止法第７条の２第 18 項又は同法第 21 項

の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

   ｃ 受託者（受託者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治 40 年

法律第 45号）第 96条の３又は独占禁止法第 89条第１項若しくは独占禁止法第 95条第

１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

（イ）前項の規定は、文部科学省に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合に

おいて、文部科学省がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

（ウ）受託者は、本契約に関して、上記アの各号の一に該当することとなった場合は、速

やかに当該処分等に係る関係書類を文部科学省に提出しなければならない。 

⑤  債権債務の譲渡の禁止 

    受託者は、本業務の実施により生じる債権及び債務の全部又は一部を第三者に譲渡し

てはならない。ただし、これにより難い場合は、事前に文部科学省と協議のうえ、指示

に従わなければならない。 

⑥ 帳簿の記載等 

受託者は、実施年度ごとに本業務に関して作成した記録や帳簿書類を、本業務を終了

し、又は廃止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

⑦ 秘密の保持 

受託者は、本業務の実施により知り得た事項の機密を保持しなければならない。ただ

し、文部科学省に書面による承諾を得た場合、若しくは当該機密が次の各号のいずれか

に該当する場合はこの限りではない。 

（ア）知り得た際、既に公知となっている事項 

（イ）知り得た後、受託者の責に帰すべき事由によらず刊行物その他により公知となっ

た事項 

（ウ）知り得た時点で、既に受託者が自ら所有していたことを書面で証明できる事項 

⑧ 個人情報の取扱い 

（ア）受託者は、文部科学省から預託を受けた個人情報について、善良な管理者の注意

をもって取扱う義務を負わなければならない。 

（イ）受託者は次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に文部科学省の

承認を受けた場合は、この限りではない。 

     ａ 文部科学省から預託を受けた個人情報を第三者（再委託する場合における再委託

先を含む。）に預託若しくは提供又はその内容を知らせること。 

     ｂ 文部科学省から預託を受けた個人情報を本業務の目的の範囲を超えて使用、複製、

又は改変すること。 

（ウ）受託者は、文部科学省から預託を受けた個人情報の漏洩、滅失、毀損の防止その

他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（エ）文部科学省は、必要があると認めるときは、職員又は文部科学省の指定する者に

受託者の事務所及びその他の業務実施場所等において、文部科学省が預託した個人

情報の管理が適切に行われているか等について調査をさせ、受託者に対して必要な

指示をすることができる。 

（オ）受託者は、文部科学省から預託を受けた個人情報を本業務の完了後、廃止又は解
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除をした後に速やかに文部科学省に返還しなければならない。ただし、文部科学省

が別に指示したときは、その指示によるものとする。 

（カ）受託者は、文部科学省から預託を受けた個人情報について漏洩、滅失、毀損、そ

の他違反等が発生したときは、文部科学省に速やかに報告し、その指示に従わなけ

ればならない。 

（キ）上記ア及びイの規定については、本業務の完了、廃止又は解除をした後であって

も効力を有するものとする。 

⑨ 属性要件に基づく契約解除 

文部科学省は、受託者が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を

要せず、本契約を解除することができる。 

（ア）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者

をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（イ）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（ウ）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき 

（エ）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしているとき 

（オ）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

⑩ 行為要件に基づく契約解除 

文部科学省は、受託者が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をし

た場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

（ア）暴力的な要求行為 

（イ）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（ウ）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

（エ）偽計又は威力を用いて業務を妨害する行為 

（オ）その他前各号に準ずる行為 

⑪ 下請負契約等に関する契約解除 

（ア）受託者は、契約後に下請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ち

に当該下請負人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し契約を解除させるよう

にしなければならない。 

（イ）文部科学省は、受託者が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、

若しくは下請負人等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定

に反して当該下請負人等との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解

除させるための措置を講じないときは、本契約を解除することができる。  

⑫ 契約解除時の取扱い 

（ア）文部科学省は、上記⑨から⑪の規定により本契約を解除した場合は、これにより

受託者に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

（イ）受託者は、文部科学省が上記⑨から⑪の規定により本契約を解除した場合におい
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ては、契約金額の10分の１に相当する額を違約金として文部科学省が指定する期間

内に支払わなければならない。 

（ウ）前項の場合において、契約保証金の納付が行われているときは、文部科学省は、

当該契約保証金をもって違約金に充当することができる。 

⑬ 契約内容の変更 

文部科学省及び受託者は、本業務を改善するため、又は経済情勢の変動、天災地変の

発生、関係法令の制定若しくは改廃、その他契約の締結の際、予測できなかった著しい

変更が生じたことにより本業務の実施が不適当と認められる場合は、協議の上、法第21

条の手続を経て契約の内容を変更することができるものとする。 

⑭ 業務の引継ぎ 

（ア）受託者は、契約期間前において現行業務の受託者から確実に必要かつ十分な業務

の引継ぎ等を行うこと。 

（イ）受託者は本業務の契約期間満了の際、次期の受託者に対し、当該業務の開始日ま

でに業務の引継ぎを行わなければならない。 

（ウ）当該引継ぎに必要となる経費は、受託者の負担とする。 

（エ）文部科学省は、業務の引継ぎ等が円滑に実施されるよう必要な協力を行うものと

する。 

⑮ 契約の解釈 

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、受託者と文部科学省が協

議するものとする。 

 

８．受託者が本業務を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合において、その損害の賠償に 

関し契約により受託者が負うべき責任（国家賠償法の規定により国の行政機関等が当該損害の 

賠償の責めに任ずる場合における求償に応ずる責任を含む。）に関する事項（第14条第２項第

10号） 

 

本契約を履行するに当たり、受託者又はその職員その他の本業務に従事する者が、故意又は過失

により、本業務の受益者等の第三者に損害を加えた場合には、次に定めるところによるものとする。 

 

（１）文部科学省が国家賠償法第１条第１項等に基づき当該第三者に対する賠償を行ったときは、

文部科学省は受託者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額（当該損害の発生について文部

科学省の責めに帰すべき理由が存する場合は、文部科学省が自ら賠償の責めに任ずべき金額を

超える部分に限る。）について求償することができる。 

 

（２）受託者が民法（明治29年法律第 89号）第 709条等に基づき当該第三者に対する賠償を行っ

た場合であって、当該損害の発生について文部科学省の責めに帰すべき理由が存するときは、

受託者は文部科学省に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべ

き金額を超える部分について求償することができる。 

 

９．対象公共サービスに係る第７条第８項に規定する評価に関する事項（第14条第２項第11号） 

 

（１）実施状況に関する調査の時期 

内閣総理大臣が行う評価の時期（平成 31 年６月を予定）を踏まえ、当該業務の実施状況に

ついては、平成31年３月末時点における状況を調査するものとする。 
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（２）調査の方法及び調査項目 

文部科学省は、受託者が実施した本業務の内容について、その評価が的確に実施されるよう

に、受託者に上記１．（２）１）及び４）の招聘者全員及び２）の現地講師（講師育成研修の

既受講生）全員に対するアンケート調査を実施させるものとする。 

 

（３）意見聴取 

文部科学省は、本業務の実施状況の調査を行うに当たり、受託者から直接意見の聴取等を行

うことができるものとする。 

 

（４）実施状況等の提出 

文部科学省は、平成 31 年５月を目途として、本業務の実施状況等を内閣総理大臣及び官民

競争入札等監理委員会へ提出するものとする。 

 

10．その他対象公共サービスの実施に関し必要な事項その他 

 

（１）対象公共サービスの監督上の措置等の監理委員会への報告 

文部科学省は、受託者に対する会計法令に基づく監督・検査の状況について、業務終了後に

官民競争入札等監理委員会へ報告するとともに、法第26条及び第27条に基づく報告徴収、立入

検査、指示等を行った場合には、その都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を監理委員

会へ報告することとする。 

 

（２）文部科学省の監督体制 

本業務に係る監督は、支出負担行為担当官が自ら又は補助者を命じて、立会い、指示その他

の適切な方法において行うものとする。 

 

（３）主な受託者の責務等 

① 本業務に従事する者は、刑法その他の罰則の適用については、法令により公務に従事

する職員とみなされる。 

② 法第 54条の規定により、本業務の実施に関し知り得た秘密を漏らし、又は盗用した者

は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処される。 

③ 法第 55条の規定により、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者、

あるいは指示に違反した者は、30万円以下の罰金に処される。 

④ 法第 56条の規定により、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の

従業者が、その法人又は人の業務に関し、法第55条の違反行為をしたときは、行為者を

罰するほか、その法人又は人に対して同条の刑が科される。 

⑤ 受託者は、会計検査院法（昭和 22 年法律第 73 条）第 23 条第１項第７ 号に規定す

る者に該当することから、会計検査院が必要と認めるときには、同法第25 条及び第26 条

により、同院の実地の検査を受けたり、同院から直接又は文部科学省に通じて、資料又

は報告等の提出を求められたり、質問を受けたりすることがある。 
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6. Please describe comments on the program. (Ex. good point, not good point, wishes in future, etc.)

□①very satisfied　□②satisfied　□③unsatisfied　□④very unsatisfied

4. Please describe the reason you chose the above answer.

5. What kind of impression did you get through your participating in the program? (Ex. how to
    conduct training / the condition of the training facility and building)

7. Others (Ex. awareness in your training and life, opinion, etc.)

別紙１-１（ITC、セミナー招聘者用）

1. Do you find the information and knowledge obtained through the program useful to your job
    in your country?

2. Please describe the reason you chose the above answer. If you chose ① or ②, how would you
    like to use the information and knowledge from now on?

3. How about the various supports (such as flight reservation, support for obtaining a visa, support
    during your stay in Japan etc.) for your participation to the program?

MEXT The Nuclear Instructors Training Program FY20XX  Questionnaire (Draft)

□①strong agree　□②agree　□③disagree　□④strong disagree
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3. How about the various supports (such as support for designing a curriculum etc.) for your participation
    to the program?

□①very satisfied　□②satisfied　□③unsatisfied　□④very unsatisfied

4. Please describe the reason you chose the above answer.

5. What kind of impression did you get through your participating in the program? (Ex. how to
    conduct training etc.)

6. Please describe comments on the program. (Ex. good point, not good point, wishes in future, etc.)

7. Others (Ex. awareness in your training, opinion, etc.)

2. Please describe the reason you chose the above answer. If you chose ① or ②, how would you
    like to use the information and knowledge from now on?

別紙１-２（FTC現地講師用）

MEXT The Nuclear Instructors Training Program FY20XX  Questionnaire (Draft)

1. Do you find the information and knowledge obtained through the program useful to your job
    in your country?

□①strong agree　□②agree　□③disagree　□④strong disagree
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別紙２

１．提案書

２．提案書　様式１

３．提案書　様式２

４．総合評価基準対応表

５．添付資料

①会社概要

②事業報告書（直近のもの）

③収支決算書（直近のもの）

④受託実績

⑤必要に応じた資料

　（ 担当者 ）

①社名、役職

②氏名

③住所、電話番号、メールアドレス

　【用語解説や提案詳細説明資料（提案書本文との
　　対応関係を明確にする。）など。】

提 案 書 類
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１．委 託 業 務 の 題 目

２．委 託 業 務 の 目 的

３．成 果 の 目 標 　上記の委託業務の目的を達成するための成果の目標を具体的に記載する。

提 案 書

放射線利用技術等国際交流（講師育成）

　提案する業務の目的を具体的に記載する。
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４．業 務 の 方 法
　上記の委託業務の目的、成果の目標を達成するために実施する業務の方法を具
体的かつ詳細に記載する。

（実施体制、人員数、配置など）
　実施体制、人員数、配置などの具体的な説明を記載するほか、様式１を作成。

（提案者（契約権者））
　住所
　役職
　氏名

（業務責任者）
　役職
　氏名

（経理責任者）
　役職
　氏名

（業務責任者等の実績及び能力）
　業務責任者等など業務従事者が、同種業務や類似業務の実績、業務に関する特
許、知見、知識を有している具体的な説明を記載する。

（経営基盤）
　業務を円滑に実施するための経営基盤の具体的な説明を記載する。

５．業 務 実 施 体 制
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７．組織の実績及び能力

（名称）
（数量）
（設置場所）

（名称）
（数量）
（設置場所）

（名称）
（数量）
（設置場所）

６．施設・設備の状況
　業務に必要となる施設・設備の保有状
況、業務の効果的・効率的実施に資する
配置などの具体的な説明を記載する。

平成○年○月○日から平成○年○月○日まで

８．委託業務実施期間

　業務の期間、工程などの具体的な説明を記載するほか、様式２を作成。

　組織が、同種業務や類似業務の実績、業務に関する特許、知見、知識を有して
いる具体的な説明を記載する。
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委託業務題目：放射線利用技術等国際交流（講師育成）業務、提案者名：

【記載例】

実施者 実施者

補助者 補助者

実施者

実施者

提案者（契約権者）

様式１：業務実施体制図（実施体制、人員数、配置）

資産管理
（従事者〇人）

経理主任業務主任

業務項目名
（従事者〇人）

経理責任者

業務項目名
（従事者〇人）

業務主任

業務責任者

資金管理
（従事者〇人）

経理主任

実施者 実施者
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委託業務題目：放射線利用技術等国際交流（講師育成）業務 （○年度）
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

業務項目

業務項目細分

業務項目細分

業務項目

業務項目細分

業務項目細分

業務項目

業務項目細分

業務項目細分

業務項目

業務項目細分

業務項目細分

区 分

様式２：業務実施計画
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放射線利用技術等国際交流（講師育成）　評価項目及び得点配分基準
提 案 書
項 目 番 号

30 10

10

＊ 1-1-1. 5

＊ 1-1-2. 5

10 5

＊ 1-2-1. 5 5

＊ 1-2-2. 5

10 5

＊ 1-3-1. 5

＊ 1-3-2. 5 5

10

10

＊ 2-1-1. 5

＊ 2-1-2. 5

30 20

15 5

＊ 3-1-1. 10 5

＊ 3-1-2. 5

10 10

＊ 3-2-1. 10 5

3-2-2. 5

5

3-3-1. 5

5

＊ 3-4-1. 5

２．業務の評価手法

総合評価基準と提案書の対応表

評　　価　　項　　目　　（要　　求　　要　　件） 基礎点 加 点

１．業務の内容及び実施方法

1-1．業務の目的及び趣旨との整合性

２、４、８

業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

研修趣旨と研修対象（年齢及び職種等）が的確に捉えられていること。

1-2．業務内容の妥当性・独創性

国の広報業務として妥当な内容であること。（内容に創意工夫があれば加点す
る。）

広報内容（ニュースレター）が国内の立地地域等の国民にとって分かり
易いものとなっていること。

1-3.実施方法の妥当性・独創性

実施方法に具体性があり、実現可能なものとなっていること。

業務規模が適正であり、業務目的が確実に達成できること。（日程、人員、作
業手順等が効果的であれば加点する。）

業務を行う上で適切な財務基盤、一般的な経理処理能力を有しているこ
と。

2-1．事後評価手法の具体性

３客観的な測定効果指標が設定されていること。

効果の評価手法に妥当性があること。

３．業務実施主体の適格性

3-1．実施体制の適格性

５、６、７

業務実施可能な人員が確保されていること。（実施体制、人員数、配置等の観
点から、効果的な人員体制となっていれば加点する。）

国からの要望等に迅速・柔軟に対応できる体制が確保されていること。

3-2．知見・専門性等の有無

当該業務に関する知見・ノウハウ（国際協力関連等)を有していること。（原子
力、研修策定等に関する知見・ノウハウを有していれば加点する。）

関連機関との協力体制構築のためのネットワークを有していればその内容に応
じて加点する。

3-3．実績の有無

実績の内容（国際協力関連で類似の業務実績がある等）に応じて加点する。

3-4．経理処理能力の適格性
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放射線利用技術等国際交流（講師育成）

評価項目及び得点配分基準（＊：必須の事項　●：価格と同等に評価できない項目）

区分 基礎点 加 点

● １．業務の内容及び実施方法 30 10

1-1．業務の目的及び趣旨との整合性 10

＊ 1-1-1. 業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。 5

＊ 1-1-2. 広報趣旨と広報対象（年齢及び職種等）が的確に捉えられていること。 5

1-2．業務内容の妥当性・独創性 10 5

＊ 1-2-1. 5 5

＊ 1-2-2. 5

1-3.実施方法の妥当性・独創性 10 5

＊ 1-3-1. 実施方法に具体性があり、実現可能なものとなっていること。 5

＊ 1-3-2. 5 5

● ２．業務の評価手法 10

2-1．事後評価手法の具体性 10

＊ 2-1-1. 客観的な測定効果指標が設定されていること。 5

＊ 2-1-2. 効果の評価手法に妥当性があること。 5

３．業務実施主体の適格性 30 20

3-1．実施体制の適格性 15 5

＊ 3-1-1. 10 5

＊ 3-1-2. 国からの要望等に迅速・柔軟に対応できる体制が確保されていること。 5

3-2．知見・専門性等の有無 10 10

＊ 3-2-1. 10 5

3-2-2. 5

3-3．実績の有無 5

3-3-1. 5

3-4．経理処理能力の適格性 5

＊ 3-4-1. 業務を行う上で適切な財務基盤、一般的な経理処理能力を有していること。 5

70 30

注　価格点：技術点 ＝ 50点：100点（1：2）

注　要求条件を満たしている場合は基礎点を付与し、更に、これを超える部分については、評価に応じ

　　加点の点数の範囲内で得点を付与する。

放射線利用技術等国際交流（講師育成）　加点付与基準

大変優れている 優れている

１．業務の内容及び実施方法 10 6

1-2-1.内容の創意工夫について 5 3

1-3-2.日程、人員、作業手順等の効率性について 5 3

３．業務実施主体の適格性 20 12

3-1-1.人員配置の効率性について 5 3

3-2-1.当該業務に関する知見・ノウハウについて 5 3

5 3

3-3-1.類似業務の実績について 5 3

30 18

別紙３

評　　価　　項　　目　　（要　　求　　要　　件）

国の広報業務として妥当な内容であること。（内容に創意工夫があれば加点す
る。）

業務規模が適正であり、業務目的が確実に達成できること。（日程、人員、作業
手順等が効果的であれば加点する。）

業務実施可能な人員が確保されていること。（実施体制、人員数、配置等の観点
から、効果的な人員体制となっていれば加点する。）

広報内容（ニュースレター）が国内の立地地域等の国民にとって分かり易いもの
となっていること。

当該業務に関する知見・ノウハウ（国際協力関連等）を有していること。（原子
力、研修策定等に関する知見・ノウハウを有していれば加点する。）

関連機関との協力体制構築のためのネットワークを有していればその内容に応じ
て加点する。

実績の内容（国際協力関連で類似の業務実績がある等）に応じて加点する。

合 計

加 点 評 価 項 目
評 価 区 分

やや優れている

2

1

1

合 計 6

1

4

1

1

3-2-2.関連機関との協力体制構築のためのネット
　　　ワークについて

1
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別紙４

1．従来の実施に要した経費 （平成26年度については実施中の内容） （単位：千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

常勤職員

非常勤職員

委託費定額部分 115,852 105,460 107,654 106,389

成果報酬等

旅費その他

115,852 105,460 107,654 106,389

115,852 105,460 107,654 106,389

※平成26年度については、契約時点での金額であり、今後実施状況に応じて変更の可能性あり。

　なお、各年度の経費内訳は以下の通り。

(単位：百万円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度

設備備品費 測定装置等（※1） 5 2 0

人件費
業務担当職員及び
派遣職員（※2）

7 7 20

消耗品費 2 2 2

国内旅費 1 1 1

外国旅費 16 17 19

外国人招へい旅費 22 20 25

雑役務費 40 34 17

諸謝金 2 2

通信運搬費

借損料

消費税相当額

一般管理費 （直接経費の10%) 10 9 9

108 96 98

※1）経費内訳に計上している金額は、測定装置等の新規購入費。

     なお、過去に設備備品費により購入された設備及び備品のうち、故障等がなく貸与が

　　 可能なものは、以下「3．従来の実施に要した設備及び備品」に示すとおり。

※2）平成23年度・24年度については、派遣職員に係る費用は雑役務費に計上。

※3）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計は一致しない。

１．本業務は、外部委託により実施している。

２．各年度の仕様書を参考としたい場合は、事業者が申し出れば配布する。

（平成26年度の仕様書については、入札説明書に添付する。）

３．各年度の委託形態は以下の通り。

　  ・平成23～25年度：単年度契約。企画競争（競争性のある随意契約）により事業者を決定。

　　・平成26年度：単年度契約。一般競争入札（総合評価落札方式）により事業者を決定。

４．主な要求仕様の推移は以下の通り。

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

30名程度 30名程度 32名程度 32名程度

-(人数の指定なし) 2名程度/コース 2名程度/コース 2名程度/コース

40名程度 44名程度 44名程度 41名程度

物件費

委託費等

計（a）

事業実施費

従来の実施状況に関する情報

人件費

4
2 3

項目

招聘人数（原子力技術セミナー）

参
考
値

（
b

）

減価償却費

退職給付費用

間接部門費

（a）＋（b）

招聘人数（講師育成研修）

派遣人数（フォローアップ研修）

項目

合計（※3）
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２．従来の実施に要した受入人数及び人員 （平成26年度については実施中の内容）

（業務状況）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

期間 6～9週間 6～8週間 6～8週間 6～8週間

受入人数 31名 30名 37名 31名

期間 1～4週間 1～4週間 1～4週間 1～4週間

受入人数 49名 44名 52名 43名

1～2週間 1～2週間 1～2週間 1～2週間

2～4名 2～4名 2～4名 2～4名

※各年度の講師育成研修、原子力技術セミナーへの国別の招聘人数（かっこ内：応募人数）

　 は、以下の通り。

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

6 8 9 8
(15) (26) (24) (23)
2 1 0 0
(3) (2) (0) (0)
12 10 9 8
(18) (25) (16) (17)
5 6 9 3
(7) (10) (21) (7)
16 10 16 9
(22) (21) (30) (23)
5 9 8 8
(9) (22) (14) (25)
7 5 5 5

(11) (8) (9) (11)
2 2 2 3
(7) (6) (7) (5)
11 10 10 10
(16) (21) (23) (36)
- - - 5
(-) (-) (-) (14)
14 13 21 15
(16) (19) (41) (30)
80 74 89 74

(124) (160) (185) (191)

（注記事項）

本業務は外部委託により実施し、受託者側の人員（実績値）は以下の通り。

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1名 1名 1名 1名

実施責任者 1名 1名 1名 1名

1名 1名 1名 1名

5名 5名 5名 5名

8名 8名 8名 8名

※外部請負分、外部講師の人数は除く。

項目

原子力技術
者・研究者

の招聘

講師育成
研修

原子力技術
セミナー

カザフスタン

中国

インドネシア

講師の派遣
（フォローアップ

研修）

期間（コース当たり）

派遣人数（コース当たり）

国名

バングラデシュ

スリランカ

タイ

ベトナム

合計

マレーシア

モンゴル

フィリピン

トルコ

合計

統括責任者

事務統括責任者

業務担当者
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※各年度の内部講師による講義と外部講師による講義とのコマ数の比率は、以下のとおり。

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

内部講師 60％ 65％ 85％ 90％

外部講師 40％ 35％ 15％ 10％

内部講師 100％ 85％ 85％ 90％

外部講師 - 15％ 15％ 10％

内部講師 35％ 40％ 45％ 50％

外部講師 65％ 60％ 55％ 50％

（参考）平成26年度の全体コマ数、講師延べ人数及び実人数は、以下のとおり。

　　　　　・講師育成研修…全体コマ数：299コマ、講師延べ人数：356人、実人数：55人

　　　　  ・フォローアップ研修…全体コマ数：52コマ、講師述べ人数：59人、実人数：22人

　　　 　 ・原子力技術セミナー…全体コマ数：80コマ、講師述べ人数：79人、実人数：43人

３．従来の実施に要した設備及び備品 （平成26年度については実施中の内容）

（受注者に使用させた国有財産）

数量

2

1

2

6

1

1

6

6

3

2

2

1

1

（注意事項）

業務を実施するために受注者に使用させた国有財産については、無償で貸与した。

業務を実施するために受注者に使用させた国有財産以外の設備・備品以外については、

全て受注者が用意した。

電動ファン付呼吸保護具

空気呼吸器

原子力技術セミナー

講師育成研修

フォローアップ研修

研修用パソコン

シャウカステン

平成23年度

平成24年度

取得年度

平成22年度

品名

高レンジ用遠隔操作型サーベイメータ

ポータブルエアサンプラー

ポータブルスペクトロメータ

超音波探傷器

中性子サーベイメータ

研修用パソコン

透過濃度計

シンチレーションサーベイメータ

GMサーベイメータ
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４．従来の実施方法等 （平成26年度については実施中の内容）

（従来の実施方法）

　本業務は外部委託により実施。

（注記事項）

○実施体制等

　対象業務については、民間事業者に委託しているため、文部科学省では直接実施していないものの、

　本業務の履行にあたり、文部科学省による監督、検査を行った。

　監督職員：事業者が行う各業務について、必要な監督を行う。

　検査職員：事業者が行う各業務について、必要な検査を行う。

○アンケート調査

　アンケート調査については、各年度招聘者に対してカリキュラムに関する点数評価を要請しており、

　サポート面等の評価については、選択式ではなく自由記述形式での評価を要請している。
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カザフスタン

バングラデシュ

フィリピン

ベトナム

マレーシア

モンゴル

インドネシア

カザフスタン

タイ

バングラデシュ

フィリピン

ベトナム

マレーシア

モンゴル

インドネシア

カザフスタン

タイ

バングラデシュ

フィリピン

ベトナム

マレーシア

モンゴル

インドネシア

カザフスタン

タイ

トルコ

バングラデシュ

フィリピン

ベトナム

マレーシア

モンゴル

▼ ▼

▼

29 10 11 12 1

フ
ォ
ロ
ー

ア

ッ
プ
研
修

 
放
射
線
緊
急
時
対
応
/

原
子
力

環
境
放
射
能
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

原
子
炉
工
学

国内運営委員会

ニュースレター作成・配布

※事業開始時点の計画につき、変更の可能性あり。フォローアップ研修・合同運営委員会の欄に記載している人数は、日本からの専門家派遣者数を示す。

＜参考＞平成26年度　「放射線利用技術等国際交流（講師育成）」全体スケジュール

平成26年度 4 5 6 7 8

合
同
運
営
委
員
会

講師育成研修／
原子力技術セミナー

3

(9/21-9/27：3名) 

(7/20-7/26：2名) 

(10/5-10：3名) 

(11/23-11/29：2名) 

(12/16 - 12/20) 

環境モニタリング、緊急時対応：6/23-8/1 

原子炉工学Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ：8/25-10/17 原子力プラント安全：11/17-12/12 

放射線基礎教育：11/10-11/21 
原子力施設立地：1/16-
1/30 

原子力行政：10/20-11/7 

(5/25-5/30：2名) 

(9/1-9/6：3名) 

(10/19-10/26：3名) 

(6/30-7/5：2名)  

(4/14-4/18：3名) 

(1/18-2/3 ：4名） 

(3/7-3/28 ：3名） 

(8/10-8/16 ：2名） 

(8/31 -9/6 ：2名（外部：1名含む）） 

(11/22-12/4：2名） 

(12/7-12/20 ：2名（外部：1名含む）） 

(5/18-5/24 ：2名） 

(1/10-1/24：2名） 

(9/21 -9/27 ：2名（外部：1名含む）） 

(9/28-10/4 ：2名） 

(8/2-8/9 ：2名)  

(12/14-12/20 ：2名） 

(6/1-6/14 ：2名） 

(5/18-5/31 ：4名（外部：1名含む）） 

(11/1-11/8：2名） 

(12/16 - 12/20) 

(2/8-2/21 ：2名） 

(9/14-9/20 ：2名） 

(10/19-10/25：3名（外部：1名含む）） 

(10/26-11/8 ：3名（外部：1名含む）） 

(2/22-2/28 ：2名） 

(2/8-2/14 ：2名） 

(3/1-3/14 ：3名） 

第1回（5/7） 第2回（3月中） 

配布 作成 
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原子炉工学Ⅰコース
（炉物理）

原子炉工学Ⅱコース
（燃料、熱水学、構造力学）

原子炉工学Ⅲコース
（原子炉安全）

原子力／放射線緊急時
対応コース

環境放射能モニタリング
コース

第
1
週
目

・開講式
・オリエンテーション、ガイダンス
・安全教育
・各国のカントリーレポート発表
・原子力発電入門と軽水炉の概要
・日本の最新軽水炉の概要
・放射線遮へいの概要
・放射線遮へい演習　等

・開講式
・オリエンテーション、ガイダンス
・安全教育
・各国のカントリーレポート発表
・原子力発電入門と軽水炉の概要
・日本の最新軽水炉の概要
・放射線遮へいの概要
・放射線遮へい演習　等

・開講式
・オリエンテーション、ガイダンス
・安全教育
・各国のカントリーレポート発表
・原子力発電入門と軽水炉の概要
・日本の最新軽水炉の概要
・放射線遮へいの概要
・放射線遮へい演習　等

・開講式
・オリエンテーション、ガイダンス
・安全教育
・各国のカントリーレポート発表　等

・開講式
・オリエンテーション、ガイダンス
・安全教育
・各国のカントリーレポート発表　等

第
2
週
目

・原子炉物理の基礎と原子炉
　動特性の入門
・原子炉物理
・原子炉動特性
・研究炉の利用
・研究炉施設におけるオンサイト
　学習
・原子力関連施設（電気事業者）
　の見学　等

・原子炉物理の基礎と原子炉
　動特性の入門
・原子炉物理
・原子炉動特性
・研究炉の利用
・研究炉施設におけるオンサイト
　学習
・原子力関連施設（電気事業者）
　の見学　等

・原子炉物理の基礎と原子炉
　動特性の入門
・原子炉物理
・原子炉動特性
・研究炉の利用
・研究炉施設におけるオンサイト
　学習
・原子力関連施設（電気事業者）
　の見学　等

・放射線の基礎と防護
・放射線計測の基礎
・東電福島原発事故概要
・福島原発事故の教訓と事故後の
　安全対策強化
・放射線事故時の防護対策
・緊急時モニタリング
・緊急時環境試料の採取と試料
　測定　等

・放射線の基礎と防護
・放射線計測の基礎
・東電福島原発事故概要
・福島原発事故の教訓と事故後の
　安全対策強化
・環境放射能モニタリング
・環境試料中放射能濃度測定
・環境γ線線量の測定法　等

第
3
週
目

・熱工学の基礎
・原子炉の熱水力工学
・構造力学
・燃料工学　等

・熱工学の基礎
・原子炉の熱水力工学
・構造力学
・燃料工学　等

・熱工学の基礎
・原子炉の熱水力工学
・構造力学
・燃料工学　等

・緊急時環境試料測定
・机上訓練（原子力災害時対応）
・広報活動の基本と緊急時の広報
・内部被ばく線量評価の計算
・日本における原子力防災の概要
・空気中放射能濃度の測定　等

・放射化学分析による環境試料
　前処理法
・放射化学分析概論
・内部被ばく線量評価の計算
・環境試料中放射能濃度測定
・採取、前処理、測定準備
・空気中放射能濃度の測定　等

第
4
週
目

・原子炉シミュレータ実習
・中性子減速・拡散実験
・原子力関連施設（原子力緊急時
　支援・研修センター、燃料メーカ）
　の見学　等

・原子炉シミュレータ実習
・沸騰熱伝達実験
・原子力関連施設（原子力緊急時
　支援・研修センター、燃料メーカ）
　の見学　等

・原子炉シミュレータ実習
・非破壊検査実習
・原子力関連施設（原子力緊急時
　支援・研修センター、燃料メーカ）
　の見学　等

・放射線サーベイ（放射線防護含む）
・緊急時対応時における被ばく評価
・汚染検査及び除染技術に係る実習
・福島県における放射線サーベイ
・福島県で採取した試料の測定・
　分析　等

・環境試料中放射能のGe測定
・液体シンチレーションカウンターに
　よる測定
・福島県における放射線サーベイ
・福島県での測定データの測定
　評価　等

第
5
週
目

・新原子力規制の概要
・材料工学
・シビアアクシデント
・原子炉制御
・原子力関連施設（重電メーカ、研究
　機関等）の見学　等

・新原子力規制の概要
・材料工学
・シビアアクシデント
・原子炉制御
・原子力関連施設（重電メーカ、研究
　機関等）の見学　等

・新原子力規制の概要
・材料工学
・シビアアクシデント
・原子炉制御
・原子力関連施設（重電メーカ、研究
　機関等）の見学　等

・内部被ばく評価
・放射線の人体影響
・机上訓練（事故シナリオ、グルー
　プ行動要領の作成等）
・机上訓練（緊急時対応総合訓練）
・原子力関連施設（重電メーカ、
　研究機関等）の見学　等

・内部被ばく評価
・放射線の人体影響
・放射線従事者のための原子炉の
　基礎
・原子力関連施設（重電メーカ、
　研究機関、環境モニタリングセン
　ター等）の見学　等

第
6
週
目

・冷却材喪失事故
・原子炉標準解析コード演習
・原子力関連施設（研究炉）の
　見学　等

・冷却材喪失事故
・炉心熱流動特性解析コード演習
・原子力関連施設（研究炉）の
　見学　等

・冷却材喪失事故
・反応度投入事象解析コード演習
・原子力関連施設（研究炉）の
　見学　等

・レポート・プレゼンテーション作成
・プレゼンテーション・評価
・原子力関連施設（緊急時支援
　センター、研究機関等）の
　見学 等

・レポート・プレゼンテーション作成
・プレゼンテーション・評価
・原子力関連施設（環境放射線
　監視センター、研究機関等）の
　見学 等

第
7
週
目

・デコミッショニング
・放射性廃棄物処理処分
・原子炉安全概論
・原子炉プラントの安全対策
・東電福島原発事故の概要
・福島原発事故の教訓と事故後の
　安全対策強化
・原子力関連施設（重電メーカ、
　研究機関等）の見学　等

・デコミッショニング
・放射性廃棄物処理処分
・原子炉安全概論
・原子炉プラントの安全対策
・東電福島原発事故の概要
・福島原発事故の教訓と事故後の
　安全対策強化
・原子力関連施設（重電メーカ、
　研究機関等）の見学　等

・デコミッショニング
・放射性廃棄物処理処分
・原子炉安全概論
・原子炉プラントの安全対策
・東電福島原発事故の概要
・福島原発事故の教訓と事故後の
　安全対策強化
・原子力関連施設（重電メーカ、
　研究機関等）の見学　等

第
8
週
目

・レポート・プレゼンテーション作成
・プレゼンテーション・評価
・原子力関連施設（研究炉）の
　見学
・修了式　等

・レポート・プレゼンテーション作成
・プレゼンテーション・評価
・原子力関連施設（研究炉）の
　見学
・修了式　等

・レポート・プレゼンテーション作成
・プレゼンテーション・評価
・原子力関連施設（研究炉）の
　見学
・修了式　等

＜参考＞講師育成研修 カリキュラム例
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原子炉工学Ⅰ，Ⅱ，Ⅲコース 原子力／放射線緊急時対応コース 環境放射能モニタリングコース

第
1
日
目

・開講式
・事前テスト
・原子炉物理-1
・原子力関係施設（研究機関等）の
　見学　等

・開講式
・事前テスト
・放射線物理と放射線測定の基礎
・東電福島原発事故の概要と教訓 等

・開講式
・事前テスト
・環境放射能モニタリング
・放射線作業者のための原子炉
　基礎　等

第
2
日
目

・熱工学
・冷却剤喪失事故
・原子力関連施設（研究炉）の
  見学　等

・放射線事故に対する安全対策
・放射線従事者に対する放射線防護
・放射線サーベイ、放射線防護、
　放射性物質の安全な取扱い
・放射線防護具の取扱いに関する
　実習　等

・日本国内の環境放射能モニタリング
・環境試料放射能測定
・環境γ線線量測定
・環境試料中放射能濃度測定　等

第
3
日
目

・核設計計算
・熱水力安全　等

・放射線の人体への影響
・机上訓練（事故シナリオ、アクション
　プランの作成）　等

・液体シンチレーションカウンターに
　よる測定
・.放射化学分析による環境試料
　前処理法
・環境γ線線量測定
・環境試料中放射能濃度測定　等

第
4
日
目

・中性子減速・拡散
・中性子減速・拡散実験　等

・原子力緊急時における医療及び
　東電福島原発事故時の対応
・汚染検査及び除染技術に関する
　実習　等

・放射線の人体影響
・東電福島原発事故の教訓と安全
　対策強化
・空気中放射能濃度の測定
・放射線サーベイ　等

第
5
日
目

・原子炉物理-2
・原子炉標準解析コード演習
・修了テスト
・修了式　等

・原子力防災に係る原子力規制
・机上訓練（事故シナリオに基づく
　緊急時対応活動）
・修了テスト
・修了式　等

・空気中放射線濃度の測定
・放射線サーベイ
・修了テスト
・修了式　等

＜参考＞フォローアップ研修 カリキュラム例 （1週間の場合）
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原子力プラント安全コース 原子力行政コース 放射線基礎教育コース 原子力施設立地コース

第
1
週
目

・開講式
・オリエンテーション、ガイダンス
・原子力プラントの構成と特徴
・原子力プラントの安全確保対策と
　その基本
・日本の原子力規制
・各国のカントリーレポート発表
・原子力関連施設（発電所、研究
　機関等）の見学　等

・開講式
・オリエンテーション、ガイダンス
・日本及び立地地域の原子力行政
　（行政管理を含む）
・原子力プラントの構成と特徴
・東電福島原発事故の概要と教訓
・日本の原子力規制
・各国のカントリーレポート発表
・原子力関連施設（発電所、研究
　機関等）の見学　等

・開講式
・オリエンテーション、ガイダンス
・放射線の基礎と防護
・放射線の人体への影響
・東電福島原発事故における放射線
　被ばく状況
・除染・防護技術の基礎
・放射線測定実習
・霧箱の原理とキット製作・観察
・各国のカントリーレポート発表
・原子力関連施設（発電所等）の
　見学　等

・開講式
・オリエンテーション、ガイダンス
・PWR/BWRプラント設計の特徴
・原子力と地元地域との共生
・東電福島原発事故後の新規制基準
　の概要及び安全審査
・福島原発事故の教訓と事故後の
　安全対策の強化
・原発立地に関する可能性検討
・原発建設の流れと環境影響評価
・日本における立地活動経験
・パブリックインフォメーション
・原子力関連施設（発電所）の見学
・修了式　等

第
2
週
目

・PWR/BWRプラントの安全評価
・東電福島原発事故の概要と教訓
・確率論的安全評価
・放射線防護と放射線管理
・研究炉の技術、利用
・研究炉施設におけるオンサイト学習
・原子力関連施設（研究機関、原子力
　防災センター等）の見学　等

・原子力安全文化
・原子力に関する人材育成
・原発建設の全体計画
・放射性廃棄物の管理・処理・処分
・研究炉の技術、利用
・原発計画に係るアジア諸国の課題
　に関する討論
・原子力関連施設（発電所建設現場、
　重電メーカ）の見学　等

・原子炉の概要
・パブリックインフォメーション
・リスクコミュニケーション
・原子炉施設の安全対策と防災
・東電福島原発事故の概要と教訓
・放射性廃棄物の管理
・被ばく医療の現状・経験
・自国における放射線教育実施計画
　案の作成・評価
・修了式　等

第
3
週
目

・原子炉施設の耐震設計
・原子炉施設の運転
・原発建設の全体計画
・環境影響評価
・原子炉シミュレータ実習
・安全体感実習
・原子力関連施設（発電所等）の
　見学　等

・リスクコミュニケーション（原子力
　導入における合意形成）
・放射線防護と放射線管理
・放射線の利用
・核不拡散・核セキュリティ
・原子力関連施設（研究機関、原子力
　PR館等）の見学
・修了式　等

第
4
週
目

・原子力関連事故と安全
・原子力防災・危機管理
・放射性廃棄物の管理・処理・処分
・核不拡散・核セキュリティ
・IAEAによる国際的な原子力安全の
　取組み
・原発計画に係るアジア諸国の課題
　に関する討論
・原子力関連施設（研究機関等）の
　見学
・修了式　等

＜参考＞原子力技術セミナー カリキュラム例
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別紙５

文部科学省の組織図

文部科学大臣 

副大臣（2名） 

大臣政務官（2名） 

事務次官 

文部科学審議官（2名） 

秘書官 

大臣官房 

文教施設企画部 

生涯学習政策局 

初等中等教育局 

高等教育局 

私学部 

科学技術・学術政策局 

研究振興局 

研究開発局 
（研究開発戦略官付 他） 

スポーツ・青少年局 

国際統括官 

文化庁 

施設等機関 
国立教育政策研究所 
科学技術・学術政策研究所 

特別の機関 
日本学士院 
地震調査研究推進本部 
日本ユネスコ国内委員会 
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